
特定事業者の温室効果ガス排出状況（令和 4年度実績分）について

１ 特定事業者の内訳

2 特定事業者のCO2排出割合(参考値)

・本県の温室効果ガス排出量の 89.6%（令和元年度）は二酸化炭素。その 65.5%（26.9%+15.7%+22.9%）を産業
部門（1,2 次）と民生業務部門（3 次）、運輸部門※が排出している。

・データの出典が異なるため一概に比較できないが、全体像把握のため特定事業者からの排出割合を計算すると、
その割合は 50.2%となっている。

※自家用車を含む

・令和 5 年度の「秋田県地球温暖化対策推進条例」の規制対象の特定事業者※は 135 事業者となり、令和 4 年度
と比較すると 4 事業者の減少となった。

・業種別では、製造業が 56 事業者で全体の 41.4%、次いで公務が 27 事業者で全体の 20%を占めている。
※ ①秋田県内に設置している全ての事業所（工場、店舗、営業所など）の前年度のエネルギー使用量が、原油換算で 1,500kL 以上の事業者

②秋田県内に登録している自動車の台数が、トラックとバスは 200 台以上、タクシーは 350 台以上の自動車運送事業者
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製造業:56
(41.4%)

公務:27
(20.0%)

卸売・小売業:15
(11.1%)

医療,福祉:7
(5.1%)

サービス業(他に分類されない):6
(4.4%)

運輸業:5
(3.7%)

その他：19(14.1%)
うち複合サービス事業：4

電気ガス熱供給・水道事業：4
飲食店・宿泊業：3
情報通信業：3
教育,学習支援：2
金融・保険業：1
鉱業：1
不動産業：1
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特定事業者 特定事業者 特定事業者 特定事業者

2018年度
(H30)

9,043
5,863

(64.8%)
2,907
49.6%

2,422
(26.8%)

1,857
76.7%

1,448
(16.0%)

1,015
70.1%

1,993
(22.0%)

35
1.8%

2019年度
(R1)

8,520
5,581

(65.5%)
2,800
50.2%

2,289
(26.9%)

1,772
77.4%

1,340
(15.7%)

994
74.2%

1,952
(22.9%)

34
1.7%

2020年度
（R2)

－ － 2,765 － 1,764 － 971 － 29

2021年度
(R3)

－ － 2,676 － 1,717 － 930 － 29

2022年度
(R4)

－ － 2,608 － 1,677 － 902 29

（千t-CO2）

二酸化炭素排出量

3部門合計 産業部門 民生業務部門 運輸部門

(注)1 特定事業者の排出量は報告値、その他は県の推計値

       2     は各部門に占める特定事業者の割合



３ 特定事業者の排出量の推移

・産業・民生業務・運輸部門の合計において 5 割を占める特定事業者の排出量は、第 2 次温対計画の基準年
度の平成 25 年度以降、総排出量、1 者あたりの排出量ともに減少傾向にある。

(千 t-CO2)

４ 特定事業者の令和4年度の排出実績

・特定事業者数は 135 事業者となり、その他ガスを含めた温室効果ガス排出量は、前年度比▲0.8%の 3,379
千 t-CO2 となった。このうち増加が 77 事業者、減少が 57 事業者、増減なしが 1 事業者となった。

・原単位排出量の目標を設定している事業者は全体の 58.5%の 79 事業者で、前年度に比べ増加が 40 事業
所、減少が 38 事業者、増減なしが 1 事業者となった。原単位排出量平均は＋0.4%となった。

特定

事業者数

温室効果ガス

排出量
前年度比

5 29 ▲0.2%

135 3,379 ▲0.8%

トラック200台以上等の

運送事業者

計

原油換算エネルギー
1,500kL以上

使用の事業者
130 3,350 ▲0.8%

増加 77、減少 57、増減なし 1


